
現場代理人兼任届の提出イメージ
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※ 現場代理人を兼任する場合は、『現場代理人兼任届』の提出が必要です。
請負金額500万円未満の工事を兼任した場合も同様です。

・兼任する工事がない時は作成不要。 ・兼任する工事がない時は作成不要。

（例－１） 同一発注機関の工事がない場合 （例－２） 同一発注機関の工事がある場合
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・同一発注機関の工事を兼
任する場合、一の工事で兼
任届を提出することで、他の
工事の兼任届を省略できる。


